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警固公園安全安心センター設置運営要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、警固公園安全安心センター（以下「センター」という。）の設置及び適正な運営

にあたり、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（設置） 

第２条 天神周辺地区を中心とする安全安心まちづくり活動を支援するための拠点施設として、福岡市

中央区天神二丁目２番 31号にセンターを設置する。 

 

（所管部局） 

第３条  センターの運営事務の所管については、施設の保全維持管理を市民局生活安全部防犯・交通安

全課が行い、施設利用許可事務および鍵の管理を中央区役所が行う。 

 

（用途） 

第４条 センターは、地域団体（自治組織、ＮＰＯ、ボランティア団体その他の団体であって、安全安

心まちづくり活動を行うものをいう。以下同じ。）が行う次の各号に掲げる活動の場として利用する

とともに、前条の所管部局の事務及び事業のために利用するものとする。 

(1) 自主防犯活動 

(2) 少年非行防止活動 

(3) 暴力団排除活動 

(4) 交通安全運動 

(5) モラル・マナー向上運動 

(6) 自主防災活動 

(7) 環境美化活動 

(8) その他、安全安心まちづくり活動として市長が特に認める活動 

 

（定期利用の許可） 

第５条 市長は、地域団体による前条各号に掲げる活動を支援するため、センターの定期的な利用を許

可することができる。 

２ 定期利用の許可を受けることができる地域団体は、前条各号に掲げる活動を定期的に行う予定があ

り、かつ、センターを活動の拠点施設として有効に利用することが見込まれる地域団体とする。 

３ 定期利用の許可を受けようとする地域団体は、原則として、最初の利用予定日の３か月前から２週

間前までの間に、定期利用許可申請書（様式第１号）、その他市長が必要と認める書類を添えて、中

央区総務部総務課（以下「総務課」）に申請するものとする。 

４ 定期利用の許可期間は、前項の申請に基づき、１年を超えない範囲内で市長が定めるものとする。 

５ 市長は、定期利用の許可をする場合は、当該許可をする地域団体に対し、通知書（様式第３号）を

交付して、その旨を通知するものとする。 

６ 市長は、定期利用の許可に際し、センターの管理上必要な条件を付すことができる。 

７ 定期利用の許可を受けた地域団体（以下「定期利用団体」という。）は、センターを利用する際、
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第５項の通知書（様式第３号）を携帯し、利用について市職員から提示を求められた場合は、これ

を提示するものとする。 

 

（一時利用の許可） 

第６条 市長は、地域団体による第４条各号に掲げる活動を支援するため、センターの一時的な利用を

許可することができる。 

２ 一時利用の許可を受けることができる地域団体は、第４条各号に掲げる活動を行う予定があり、か

つ、センターを活動の拠点施設として有効に利用することが見込まれる地域団体とする。 

３ 一時利用の許可を受けようとする地域団体は、原則として、利用予定日の３か月前から２週間前ま

での間に、一時利用許可申請書（様式第２号）、その他市長が必要と認める書類を添えて、総務課に

申請するものとする。 

４ 一時利用については登録制とし、登録期間は最初の利用予定日から１年を超えない範囲内で市長が

定めるものとする。 

５ 市長は、一時利用の許可をする場合は、当該許可をする地域団体に対し、通知書（様式第３号）を

交付して、その旨を通知するものとする。 

６ 市長は、一時利用の許可に際し、センターの管理上必要な条件を付すことができる。 

７ 一時利用の許可を受けた地域団体（以下「一時利用団体」という。）は、センターを利用する際、

第５項の通知書（様式第３号）を携帯し、利用について市職員から提示を求められた場合は、これ

を提示するものとする。 

８ 一時利用団体は、第４項で定めた登録期間内において、センターの利用状況を確認し、随時予約

を行い利用することができるものとする。 

９ 前項の随時予約は、利用予定日の前日（土・日・休日の場合は前開庁日）までの午前８時４５分

から午後６時までの間に総務課へ電話連絡により行なうものとする。 

  

（利用の許可制限） 

第７条 市長は、第５条第３項若しくは第６条第３項に定める申請をした地域団体、又は定期利用団

体若しくは一時利用団体（以下「利用団体」という。）が次の各号のいずれかに該当すると認めると

きは、その利用の許可をせず、又は既にした許可を取り消すことができる。 

  (1) 第５条第２項又は第６条第２項に該当しないこと。 

(2) 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあること。 

(3) 建物又は附属設備若しくは備品を破損し、滅失するおそれがあること。 

(4) 福岡市暴力団排除条例（平成 22年福岡市条例第 30号。次号において「暴排条例」という。）

第２条第２号に規定する暴力団員（次号において「暴力団員」という。）が代表者（法人の場合

にあっては、その役員）となっていること。 

(5) 暴排条例第２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有すること。 

 (6) 第５条第３項又は第６条第３項に定める申請の際、既に他の利用団体に対して重複する内容の

利用の許可をしていること。 

 (7) その他、センターの管理運営上、支障が生じるおそれがあること。 

２ 市長は、利用の許可をせず、又は既にした許可を取り消すときは、通知書（様式第３号）により

当該地域団体に通知するものとする。 
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（鍵の貸与） 

第８条 利用の許可を受けた団体は、平日の午前８時４５分から午後６時までの間に、総務課にて第５

条第５項又は第６条第５項に定める通知書を提示し、センター出入り口の鍵（以下「鍵」という。）

の受け渡しを行う。また、受け渡しの際は、鍵貸出・返却簿（様式第４号）に必要事項を記入するも

のとする。 

２ 市長は、定期利用団体に対して、鍵を当該許可期間の範囲内において貸与することができる。 

３ 一時利用団体は、利用予定日の前日又は当日に鍵を受け取り、利用後はその利用を終えた当日又は

翌日までに鍵を総務課に返却するものとする。 

４ 鍵の管理にあたっては、次の各号に掲げる事項を遵守するものとする。 

(1) 鍵の管理は、当該団体の代表者若しくは代表者が指定した者が責任を持って行うこと。 

(2) 鍵の紛失、盗難、破損に十分注意すること。 

(3) 鍵を複製せず、また複製されないよう十分注意すること。 

(4) 当該地域団体以外の者に対し、鍵を転貸しないこと。 

(5) 鍵の紛失、盗難、破損及び複製を知ったときは、直ちに総務課に報告すること。 

５ 鍵の貸与を受けた定期利用団体は、次の各号に該当したとき、直ちに鍵を総務課に返却するものと

する。 

(1) 貸与期間が終了するとき 

(2) 定期利用の許可を取り消されたとき 

(3) 市長が鍵の返却を求めたとき 

 

（利用内容の変更） 

第９条 利用団体は、申請の際に申告した利用期間、利用日時などの利用内容（以下「利用内容」とい

う。）等に変更が生じる場合、速やかに市長に届け出るものとする。 

２ 市長は、利用内容等の変更の可否を判断するにあたり、当該利用団体に対し、必要な書類を提出す

るよう求めることができる。 

 

（利用内容の調整等） 

第 10条 市長は、センターの管理運営上必要があると認めるときは、利用団体に対し、利用内容につ

いての調整を求め、指示を行い、又は利用内容について制限を行うことができる。 

 

 （意見聴取） 

第 11条 市長は、定期利用の許可及び許可の取り消し、一時利用の許可及び許可の取り消し、並びに

利用内容の調整等を行うにあたり、関係機関及び団体に対して意見を求めることができる。 

  

（活動物品の保管） 

第 12条 利用団体は、センターの管理運営に支障のない範囲において、その活動に必要な物品を保管す

ることができる。 

２ センターに保管中の物品が亡失又は毀損した場合、市はその責任を負わないものとする。 
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（利用団体の遵守事項、事故責任） 

第 13条 利用団体は、その利用に際し、次の各号に掲げる事項を遵守するものとする。 

(1) 火気を使用しないこと。 

(2) 喫煙及び飲酒をしないこと。 

(3) ごみが発生した場合は、各自で持ち帰り、室内の整理整頓に努めること。 

(4) 退室時は、確実に施錠すること。 

(5) 使用後は確実に消灯し、空調機の電源が切れていることを確認すること。 

(6) 節電及び節水に努めること。 

 (7) 大声を出す、騒ぐなど周囲に迷惑をかける行為をしないこと。 

(8) 建物、設備及び備品の異常を知ったときは、市職員に報告すること。 

(9) 他の利用団体が保管する物品を使用しないこと。 

 (10) 物品販売や営業のための宣伝など警固公園内において禁止されている行為をしないこと。 

(11) その他、市職員が指示した事項に従うこと。 

２ 利用団体は、その責めに帰する理由により、センターの建物、設備、及び備品の全部又は一部を滅

失又は毀損したときは、原状回復するものとする。 

 

（利用結果の報告） 

第 14条 利用団体は、その日における利用を終えたときは、清掃するとともに、利用結果票（様式第５

号）に所定事項を記入することにより、利用結果を市長に報告するものとする。 

 

（利用料） 

第 15条 利用団体は、センターを無料で利用するものとする。ただし、通常の利用方法をとらないこと

により発生した費用については、当該利用団体がこれを負担しなければならない。 

２ 市長は、前項ただし書きの規定により発生した費用について、当該利用団体に対し請求するものと

する。 

 

（補足） 

第 16条 この要綱に定めるもののほか、センターの設置運営に関し必要な事項は市長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 25年 12月 24日から施行する。ただし、第５条から第 10条までの規定は、同年 12

月 11日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
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  附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


